
令和４年度 第３回 

「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 

日時：令和４年 11月 21 日（月）14:00～ 

場所：県 庁 ６ 階 第 １ 特 別 会 議 室 

 

次  第 

 

１ 開会 

 

２ 論点の説明及び意見交換 

 

(1) 論点３（説明及び意見交換） 

・ＤＸを推進する人がいない問題への対応 

 

(2) 論点４（説明及び意見交換） 

・産業ＤＸの更なる加速に向けて 

 

３ 提言に向けた整理 

 

４ 閉会 

 

 

 

―― 配 付 資 料 ―― 

 

・配席図 

・委員名簿 

・資料１「産業ＤＸの加速に向けた検討について」 

・資料２「提言に向けた整理」 

・第２回議事録 



出入口

令和４年度第３回
「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議

－　配　席　図　－

令和４年１１月２１日(月)
14:00～17:00

県庁６階第１特別会議室
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務
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ファシリテーター
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氏 名 分 野 所属 ／ 役職 備 考

１ 稲垣純一 氏 ＤＸ支援者

一般財団法人沖縄

ＩＴイノベーション戦略
センター

理事長

県の施策にも精通しつつ、県内の情報
通信関連産業及び全産業の振興を図る
ための成長戦略の提言を行う組織

２ 仲間高乃 氏 ＤＸ支援者

特定非営利活動法
人ＩＴコーディネータ
沖縄

理事

・県内企業のデジタル化、ＤＸ化の支援
を行っている団体

・県のＩＣＴ導入支援事業や人材育成事
業に携わった実績あり
・アディッシュプラス株式会社 社長室長

３ 宮城光秀 氏 経済団体

沖縄県中小企業家
同友会

副代表理事

・沖縄県の多くが中小企業であることか
ら、中小企業の代表として参画いただく
・有限会社大宮工機 代表取締役

４ 東良和 氏 ＤＸ実践企業

沖縄ツーリスト株式
会社

代表取締役会長

ＩＴ企業との連携により、レンタカー位置
情報リアルタイム取得システムを構築し、
インバウンドをサポートするとともに、移
動履歴等のデータ利活用に取り組んだ。

５ 上間喜壽 氏 ＤＸ実践企業

株式会社上間フード
アンドライフ

会長

自社の経営課題解決に向けたＩＴ活用、
ＤＸに取り組んでいる。

県内におけるＤＸ取組企業として、各メ
ディアで取り上げられている。

６ 仲地正和 氏 ＤＸ実践企業
ＯＴＮｅｔ株式会社

顧問

県内初の経済産業省が定めるＤＸ認定
制度におけるＤＸ認定事業者であるとと
もに、ＩＴ企業として他産業のＤＸに取り組
んでいる。

７ 小渡晋治 氏 ＤＸ実践企業
株式会社okicom
常務取締役

県内産業のＩＴ活用、ＤＸに向け、コンサ
ルティング、システム開発等を行っており、
伝統工芸ＤＸ、水産ＤＸ、アパレルＤＸに
取り組んだ実績あり

８ 古宮浩行 氏 ＤＸ知見者

ＳＣＳＫ(株)
参与
エバンジェリスト

ＲｅｓｏｒＴｅｃｈ ＥＸＰＯ ｉｎ Ｏｋｉｎａｗａ
実行委員会副委員長

９ 細川巧 氏 ＣＤＯ補佐官
沖縄県

ＣＤＯ補佐官

行政からの視点で産業ＤＸについて意見
交換する

令和４年度 万国津梁会議の委員名簿
－「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議－

（委員長）

（副委員長）



令
和
４
年
度
第
３
回

「稼
ぐ
力
の
強
化
に
向
け
た
産
業
Ｄ
Ｘ
の
加
速
」に
関
す
る
万
国
津
梁
会
議

日
時
：
令
和
４
年
11
月
21
日
（
月
）
14
:0
0～

場
所
：
県
庁
６
階
第
１
特
別
会
議
室

担
当
課
：
沖
縄
県
商
工
労
働
部
情
報
産
業
振
興
課

産
業
Ｄ
Ｘ
の
加
速
に
向
け
た
検
討
に
つ
い
て

（
論
点
③
、
④
）



2

論
点
①

Ｄ
Ｘ
の
意
味
が
分
か
ら
な
い
・
良
さ
が
分
か
ら
な
い
問
題
へ
の
対
応

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

論
点
③

Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

論
点
②

Ｄ
Ｘ
の
や
り
方
が
分
か
ら
な
い
問
題
へ
の
対
応

本
会
議
で
の
検
討
議
題

第
２
回
D
X
会
議
で
の
議
題

第
３
回
D
X
会
議
で
の
議
題

今
回



3

論
点
③

Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応



4

現
状

現
状

情
報
通
信
産
業
を
含
め
た
県
内
企
業
に
お
い
て
、
Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
人
材
が
質
、
量
と
も
に
不
足
し
て
い
る
。

検
討
に
向
け
て

検
討
に
向
け
て

Ａ
育
成
を
強
化
す
べ
き
人
材
と
は

Ｂ
即
戦
力
の
Ｄ
Ｘ
推
進
人
材
の
確
保
の
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
手
法
が
効
果
的
か
。

Ｃ
Ｄ
Ｘ
サ
ポ
ー
ト
人
材
の
育
成
も
必
要
で
は
な
い
か

Ｄ
企
業
外
・
業
界
外
の
即
戦
力
を
活
用

Ｅ
中
長
期
的
な
視
野
で
の
人
材
育
成
に
お
け
る
重
点
項
目
と
は

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応



5

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

検
討
事
項
Ａ

育
成
を
強
化
す
べ
き
人
材
と
は

＜
県
の
人
材
育
成
事
業
＞

・
先
端
IT
人
材
育
成
事
業

・
Ｄ
Ｘ
人
材
育
成
事
業

・
産
業
人
材
デ
ジ
タ
ル
リ
テ
ラ
シ
ー
強
化
事
業

・
未
来
の
IT
人
材
創
造
事
業

〇
育
成
を
強
化
す
べ
き
人
材
、
さ
ら
に
育
成
が
必
要
な
対
象
は
何
か
。

〇
自
社
主
導
の
Ｄ
Ｘ
推
進
人
材
の
内
製
化
に
つ
い
て
。

〇
企
業
内
・
業
界
団
体
内
で
の
人
材
育
成
を
促
進
す
る
に
は
。

ビ ジ ネ ス ス キ ル

IT
ス
キ
ル

経 営

専
門
的

汎
用
的

非
IT
企
業

D
X推
進
リ
ー
ダ
ー

（
C
D
O
）

IT
企
業

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

デ
ジ
タ
ル
活
用
人
材

（
一
般
社
員
の
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
）

D
Xコ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

SE
・
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
、
W
eb
デ
ザ
イ
ナ
ー

デ
ー
タ
ア
ナ
リ
ス
ト
（
W
EB
解
析
、
デ
ー
タ
分
析
等
）

プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー

プ
ロ
マ
ネ
（
PM
)

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト

デ
ー
タ
ア
ナ
リ
ス
ト

実 務
未
来
の
IT
・
デ
ジ
タ
ル
人
材
（
小
・
中
・
高
・
大
学
生
・
専
門
学
校
）

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト

シ
ス
テ
ム
管
理
者

（
情
報
・
デ
ジ
タ
ル
部
門
）

D
X
人
材
養
成
事
業

産
業
人
材
デ
ジ
タ
ル
リ
テ
ラ
シ
ー
強
化
事
業

先
端
IT
人
材
育
成
支
援
事
業

沖
縄
未
来
の
ＩＴ
人
材
創
造
事
業

【P
.6
参
照
】

※
企
業
経
営
者
等
向
け
の

研
修
内
容
を
含
む



経
営
と
現
場
、
事
業
課
題
と
デ

ジ
タ
ル
技
術
の
橋
渡
し
役
と
し

て
、
企
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
推
進

を
リ
ー
ド
で
き
る
人
材

自
社
ビ
ジ
ネ
ス
の
ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
と
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
を

紐
づ
け
て
考
え
ら
れ
、
従
業
員

に
対
し
て
明
確
な
指
針
を
示
す

こ
と
が
出
来
る
経
営

顧
客
企
業
の
検
討
チ
ー
ム
に
伴

走
し
、
デ
ジ
タ
ル
の
専
門
家
と

し
て
課
題
の
発
見
や
評
価
、
技

術
の
提
案
、
本
質
的
な
解
決
策

を
検
討
で
き
る
人
材©
一
般
社
団
法
人

R
EI

O
N

E

企
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
担
当

企
業
の
経
営
者
・
管
理
職
者

IT
企
業
の
企
画
・
営
業
・
コ
ン
サ
ル

D
X推
進
人
材

養
成
コ
ー
ス

D
Xコ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

養
成
コ
ー
ス

デ
ー
タ
活
用
人
材

養
成
コ
ー
ス

自
社
内
の
経
営
・
現
場
・
IT
部
署
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
ハ
ブ
と
な
り

D
X
を
着
実
に
前
に
進
め
る
リ
ー
ダ
ー
人
材

自
社
組
織
お
よ
び
顧
客
組
織
で
の
D
X
推
進
環
境
を
構
築
で
き
る
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト

を
持
っ
た
こ
れ
か
ら
の
沖
縄
経
済
を
担
う
に
ふ
さ
わ
し
い
D
X
推
進
人
材

経
営
に
す
ぐ
効
く
デ
ー
タ
を
生
か
し
た
経
営
手
法
を
学
ん
だ
、
経
営
・
営
業
・
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
と
広
い
範
囲
で
沖
縄
経
済
の
推
進
役
を
担
え
る
人
材

対
象
者

学
ぶ
こ
と
、
目
指
す
人
物
像

コ
ー
ス

D
Xマ
イ
ン
ド

デ
ジ
タ
ル
化
プ
ロ
セ
ス

デ
ジ
タ
ル
経
営
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

IT
活
用
リ
テ
ラ
シ

課
題
発
見

真
因
分
析

IT
ベ
ン
ダ
ー
と
の
対
話

プ
レ
ゼ
ン
戦
略

問
題
発
見
力

課
題
解
決
力

高
い
発
注
力
（
要
件
を
ま
と
め
る
ス
キ
ル
）

本
質
的
知
識
習
得
方
法

汎
用

B
Iツ
ー
ル
活
用

デ
ー
タ
活
用
経
営
の
手
法

D
Xマ
イ
ン
ド

デ
ー
タ
活
用
マ
イ
ン
ド

デ
ー
タ
を
ア
ク
シ
ョ
ン
に
繋
げ
る
ス
キ
ル

※
D

X人
材
養
成
事
業
の
詳
細



7

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

検
討
事
項
Ｂ

即
戦
力
の
Ｄ
Ｘ
推
進
人
材
の
確
保
の
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
手
法
が
効
果
的
か
。

・
６
～
７
割
の
企
業
で
Ｄ
Ｘ
人
材
が
不
足
し
て
い
る

・
人
材
育
成
に
は
時
間
が
か
か
る

〇
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
や
副
業
が
普
及
し
は
じ
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、

県
内
人
材
の
育
成
と
並
行
し
て
、
県
外
人
材
の
活
用
も
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

IT
リ
タ
イ
ア
人
材
の
活
用

県
外
人
材
の
活
用

〇
潜
在
的
な
人
材
（
IT
リ
タ
イ
ア
人
材
）
の
掘
り
起
こ
し
、
活
用
も
必
要
で
は
な
い
か
。



8

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

検
討
事
項
Ｃ

Ｄ
Ｘ
サ
ポ
ー
ト
人
材
の
育
成
も
必
要
で
は
な
い
か

○
業
界
団
体
内
で
の
Ｄ
Ｘ
サ
ポ
ー
ト
人
材
の
育
成

IS
C
O
等
が
県
内
各
業
界
・
団
体
に
対
し
、
産
業
Ｄ
Ｘ
に
向
け
た
意
識
改
革
を
働
き
か
け
る
こ
と
で
、

県
内
各
業
界
・
団
体
内
で
の
Ｄ
Ｘ
サ
ポ
ー
ト
人
材
の
育
成
が
促
進
さ
れ
、

産
業
Ｄ
Ｘ
が
加
速
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
。

観
光
関
連
団
体

農
業
関
連
団
体

土
木
関
連
団
体

観
光
所
管
部
局

農
業
所
管
部
局

土
木
所
管
部
局

行 政

Ｄ
Ｘ
サ
ポ
ー
ト
人
材

育
成
支
援

育
成
支
援

育
成
支
援

育
成
支
援

、
IT
コー
デ
ィネ
ー
タ沖
縄
等

商
工
関
連
団
体

商
工
所
管
部
局

育
成
支
援

産
業
D
X
・
人
材
育
成
促
進
の
働
き
か
け
や
、

D
X
部
会
の
立
ち
上
げ
支
援
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
参
加
等



〇
県
内
IT
企
業
が
他
産
業
の
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
、

各
企
業
の
課
題
を
デ
ジ
タ
ル
で
解
決
す
る
お
手
伝
い
の
仕
組
み
を
ビ
ジ
ネ
ス
化
し
て
は
ど
う
か
。

・
IT
企
業
に
お
け
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
実
践
強
化
、

・
他
産
業
に
お
け
る
外
部
人
材
活
用
に
よ
る
Ｄ
Ｘ
の
推
進

・
県
外
IT
企
業
の
活
用
も
検
討
す
る
べ
き
か
。

・
企
業
間
連
携
に
よ
り
、
複
数
企
業
が
共
に
Ｄ
Ｘ
に
取
り
組
ん
で
は
ど
う
か
。

9

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

検
討
事
項
Ｄ

企
業
外
・
業
界
外
の
即
戦
力
を
活
用

内
部
に
IT
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
は
重
要
で
あ
る
も
の
の
、

困
難
な
場
合
に
は
外
部
人
材
へ
の
投
資
も
検
討
。



〇
学
び
直
し
の
場
を
提
供
・
支
援
す
る
こ
と
で
、

様
々
な
IT
ス
キ
ル
を
継
続
的
に
習
得
す
る
人
材
の
輩
出
が
期
待
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

〇
将
来
の
IT
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
学
生
の
IT
教
育
を
支
援
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

1
0

論
点
③
D
X
を
推
進
す
る
人
が
い
な
い
問
題
へ
の
対
応

検
討
事
項
Ｅ

中
長
期
的
な
視
野
で
の
人
材
育
成
に
お
け
る
重
点
項
目
と
は

IT
人
材
不
足
は
長
期
化
す
る
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

中
長
期
的
な
視
点
で
人
材
確
保
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。



1
1

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て



1
2

現
状

現
状

Ｄ
Ｘ
に
向
け
た
取
組
だ
け
で
な
く
、
加
速
さ
せ
る
取
組
が
不
足
し
て
い
る
。

検
討
に
向
け
て

検
討
に
向
け
て

Ａ
沖
縄
を
デ
ー
タ
活
用
の
先
進
地
へ

Ｂ
行
政
Ｄ
Ｘ
の
推
進

Ｃ
重
点
的
に
注
力
す
べ
き
対
象
や
取
組

論
点
④

産
業
D
X
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て



1
3

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

検
討
事
項
A
沖
縄
を
デ
ー
タ
活
用
の
先
進
地
域
へ

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
い
て
デ
ー
タ
利
活
用
を
促
進
し
、

沖
縄
が
デ
ー
タ
ド
リ
ブ
ン
社
会
と
し
て
発
展
し
て
い
く
べ
き
で
は
な
い
か
。

〇
行
政
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
の
促
進
【
P
.1
4
参
照
】

・
県
が
主
導
す
る
推
進
体
制
の
構
築
（
市
町
村
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
体
制
の
強
化
）

・
行
政
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
を
進
め
る
に
あ
た
り
、

求
め
ら
れ
て
い
る
デ
ー
タ
（
オ
ー
プ
ン
化
を
優
先
す
べ
き
行
政
デ
ー
タ
）
と
は
。

・
県
の
事
業
に
足
り
な
い
部
分
は
何
か
。

〇
民
間
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
に
よ
る
産
業
間
・
企
業
間
連
携
の
促
進
【
P
.1
5
参
照
】

・
オ
ー
プ
ン
化
促
進
に
向
け
た
行
政
側
か
ら
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
検
討

（
デ
ー
タ
提
供
に
応
じ
た
デ
ー
タ
分
析
コ
ス
ト
の
補
助
等
）

・
産
業
間
・
企
業
間
連
携
モ
デ
ル
の
構
築
支
援

→
産
業
間
の
共
通
デ
ー
タ
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。

企
業
間
・
産
業
間
の
協
力
体
制
は
可
能
か
。

・
県
の
事
業
に
足
り
な
い
部
分
は
何
か
。

〇
デ
ー
タ
利
活
用
企
業
の
抱
え
る
課
題

・
課
題
解
決
の
た
め
に
必
要
な
こ
と
は
何
か
。



1
4

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

検
討
事
項
A
沖
縄
を
デ
ー
タ
活
用
の
先
進
地
域
へ

【
令
和
４
年
度
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
推
進
支
援
事
業
】
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
課

各
市
町
村
に
お
け
る
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
に
関
す
る
取
組
を
推
進
し
、

デ
ー
タ
活
用
に
対
す
る
気
運
醸
成
を
図
る
た
め
、

各
市
町
村
が
円
滑
に
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
作
成
及
び

公
開
を
行
う
た
め
に
必
要
な
作
業
等
に
関
す
る
支
援
を
行
う
。



1
5

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

検
討
事
項
A
沖
縄
を
デ
ー
タ
活
用
の
先
進
地
域
へ

【
令
和
４
年
度
デ
ー
タ
活
用
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
事
業
】
情
報
産
業
振
興
課

①
県
内
産
業
の
デ
ー
タ
利
活
用
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
調
査
の
実
施
等

・
ニ
ー
ズ
調
査
に
基
づ
い
た
デ
ー
タ
リ
ス
ト
の
作
成
等

②
デ
ー
タ
の
利
活
用
に
向
け
た
官
民
連
携
体
制
の
構
築

・
す
で
に
公
的
機
関
や
民
間
企
業
が
保
有
・
公
開
し
て
い
る
デ
ー
タ
の
収
集
・
蓄
積

・
保
有
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
化
支
援

・
本
基
盤
を
活
用
し
た

実
証
的
な
取
組
に
対
す
る
支
援
等

・
セ
ミ
ナ
ー
開
催

・
デ
ー
タ
活
用
協
議
会

③
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
活
用
基
盤
の
構
築

・
基
本
的
な
機
能
を
備
え
た

ス
モ
ー
ル
ス
タ
ー
ト
で
の
基
盤
構
築

・
県
内
産
業
の
特
徴
を
踏
ま
え
た

ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
の
整
備

・
ノ
ウ
ハ
ウ
や
活
用
事
例
等
に
関
す
る

コ
ン
テ
ン
ツ
の
制
作



1
6

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

検
討
事
項
B
行
政
Ｄ
Ｘ
の
推
進

産
業
Ｄ
Ｘ
を
加
速
さ
せ
る
に
は
、
行
政
が
率
先
し
て
自
ら
Ｄ
Ｘ
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

そ
れ
に
よ
り
、
県
内
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
の
旗
振
り
役
と
し
て
、
民
間
の
Ｄ
Ｘ
を
け
ん
引
で
き
る
の
で
は
。

○
行
政
組
織
が
優
先
的
に
何
に
取
り
組
め
ば
、
民
間
の
Ｄ
Ｘ
が
進
む
の
か
。

例
え
ば
・
・
・

・
行
政
手
続
き
の
デ
ジ
タ
ル
化

・
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
等
の
働
き
方
改
革

・
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化

・
デ
ー
タ
活
用
に
よ
る
施
策
の
検
討
、
業
務
の
効
率
化

な
ど



〇
注
力
す
べ
き
対
象
に
つ
い
て

・
「
必
要
性
が
分
か
ら
な
い
／
や
る
気
が
な
い
」
企
業

・
「
必
要
性
に
気
づ
い
た
」
「
取
り
組
み
始
め
た
」
企
業

・
「
Ｄ
Ｘ
実
践
中
」
の
企
業

〇
ま
た
、
注
力
す
べ
き
対
象
に
ど
の
よ
う
な
支
援
を
行
え
ば
、
産
業
D
X
は
加
速
す
る
か
。

必
要
性
が
分
か
ら
な
い

必
要
性
が
分
か
る

実
践
中

1
7

論
点
④

産
業
Ｄ
Ｘ
の
更
な
る
加
速
に
向
け
て

検
討
事
項
C
重
点
的
に
注
力
す
べ
き
対
象
や
取
組

産
業
Ｄ
Ｘ
を
加
速
さ
せ
る
た
め
に
、

思
い
切
っ
て
重
点
的
に
注
力
す
べ
き
対
象
や
取
組
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。



本
日
の
会
議
か
ら
、
３
月
中
旬
を
予
定
し
て
い
る
提
言
書
手
交
ま
で
の
流
れ
は
次
の
と
お
り
。

第
４
回
会
議
後
の
意
見
照
会
に
つ
い
て
は
、
第
４
回
会
議
で
の
議
論
の
状
況
に
応
じ
て
実
施
予
定
。

1

提
言
ま
で
の
流
れ
に
つ
い
て

提
言
書
手
交

（
３
月
中
旬
頃
）

～
完
成

（
２
月
末
頃
）

意
見
照
会
～
修
正

第
４
回
会
議

1
月
3
0
日

修
正
～
提
言
書
案
作
成

意
見
照
会

（
1
2
月
中
旬
～
１
月
上
旬
）

ド
ラ
フ
ト
版
提
示

（
1
2
月
上
旬
）

提
言
書
ド
ラ
フ
ト
版
作
成

第
３
回
会
議

1
1
月
2
1
日

～
R4

R5
～

１
月

12
月

２
月

3月
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「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議 

 提言に向けた整理  

 

１．論点①「ＤＸの意味が分からない・良さが分からない問題への対応」 

① 「沖縄の産業界におけるＤＸの認知不足」（論点①の検討内容） 

議論の概要： 

A) 経営者に理解してもらうためには、ＤＸのセミナー等で説明するだけでなく、 危

機感を持ってもらうことが必要。 

 ＤＸを進めるには、トップが強いリーダーシップを発揮する必要がある。危機感

が不足した経営者のマインド変革が課題。 

 経営者に理解してもらうためには、何を（What）、どうするか（How）ではなく、

なぜしなくてはならないのか（Why）を理解してもらう必要がある。 

B) 経営者のマインドセットをＤＸの推進に向けて加速させていくことが重要。 

 IT 導入によって、楽に仕事ができるようになれば、黙っていてもみんなそれを

使ってくれる。逆に、古いやり方を続けることが面倒になるようにしてゆくべ

きではないか。 

C) 経営者だけでなく、従業員にもＤＸを理解してもらうことで、 各社のＤＸが加速

する。 

 経営者のみならず、従業員のＤＸというのは全社員でやっていくもの。経営者だ

けでなく、従業員にもＤＸを理解してもらうことで、各社のＤＸが加速する。 

 会社の中にいる IT に明るい人をエバンジェリストとしてチームを作ることで、

社内でうまく取り組める仕組みの構築につながる。 

 「攻めのＤＸ」は、経営者のリーダーシップの元での経営戦略の実行そのもので

あるが、「守りのＤＸ」は、「自社の中の変革」なので、全社員でやるべきだろう。 

 昔ながらのやり方が楽で性に合っている層と IT 化が日常に当たり前の若い世代

のどちらか一方ではなく、お互いが両輪で回していくような形でＤＸを推進しな
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いと、なかなか全体の調整には結び付きにくい。 

D) 啓発活動（セミナー、コンサル、各種情報発信等）の拡充を図る 

 世の中には沢山のＤＸセミナーがあるため、ＤＸセミナーを新設することより

も、育成メニューに関心を持ってもらうことに重点を置く案べきである。 

E) マインド変革させる取組について 

 ＤＸへの関心を集めるには、「危機感」と「稼げる感」のどちらかがあれば、自発

的に理解をしてもらう動きが出てくる。理解が進めば、自立的に関心を高めて広

げてもらえる。 

F) ＤＸの推進をどこまで支援をすべきか 

 大規模な企業は、自力でＤＸを推進する力を持っている。小規模の会社を主に支

援する必要がある。 

 資本主義下では、全員を救おうという発想自体や、やる気のない企業や理解しよ

うという経営者にＤＸの推進を強制すべきではない。ＤＸの啓発活動は機会平等

に展開しながら、やる気があって、手を挙げてくるところにはしっかりとサポー

トする方向性がよい。 

  

 

提言の方向性： 

 経営者をはじめ、社員のマインドセットをＤＸの推進に向けて加速させていくた

めの啓発活動（セミナー、コンサル、各種情報発信等）の拡充が重要である。 

 企業の経営課題に対して、理解を得ながら進めるコンサル的な伴走がポイントで

ある。これにより、ＤＸに対する経営者の意識が変わり、従業員の理解や意欲も

醸成される。 

 会計ソフト、給与計算ソフト、ネットバンキング、文書管理システムなどは、利便

性が高いにもかかわらず中小企業での普及が不十分である。これらの導入支援が

有効である。 
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２．論点②「ＤＸのやり方が分からない問題への対応」 

② 「ＤＸの推進ノウハウの不足」（論点②の検討内容） 

議論の概要： 

A) ＤＸの進め方の見本を、誰にでも分かりやすい資料で示す必要がある 

 沖縄県内で事業者の多い業界や規模の実モデル、実際の取組み事例を集めて発

信していくと、多くの経営者をやってみようという発想に仕向けやすくなる。 

 企業の導入事例を動画で作成するのが良い。 

B) 各産業や業界ごとの展開モデルの拡充・普及を図る 

 沖縄で業界ごとに DX に取り組むキャンペーンを実施し、その取組を全国に積極

的に発信すると良い。 

 ＤＸコンサルによる支援を受けながら設計図を作り、アーリーアダプター側が

進め方を理解して、その設計図をもとにマジョリティがついていけば、全社化

していく。そのため、ＤＸの展開モデルよりは、伴走者がいることが重要。 

C) どのようにＤＸに着手させるか 

 最初の一歩としてのクラウドサービスの導入は、コミュニケーションから変え

ていくことができ、全社員的にやる意味がある。クラウド大手のサービスの他

にも、導入しやすい、皆が使い慣れているサービスもある。 

 最初にクラウドサービスを導入するのではなく、経営者や現場のマインドセッ

トを変える仕組みづくりができた上で、ないしその仕組み作りと同時に便利ツ

ールを導入すべきである。 

D) 企業のＤＸへの取組に伴走してくれる IT 企業が必要 

 多くの企業や自治体から伴走を期待されるが、オンラインでの対応も含めて、

きちんと体制を整えないと対応できない。 

E) 必然的にデジタル化させる取組が必要 

 必然的にデジタル化させるには、法制化が有効。 

 会計ソフトと給与計算ソフトが連携をしていて、ネットバンキングまで繋が
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り、年末調整や税金の申告納税がとても楽になった。便利だから自然にやって

いくようなことを後押ししていくべき。 

 行政側がＤＸ化にいち早く取り組むべき。行政側がアナログで、受発注や登

録、申請などで民間側に大変手間がかかっている。 

F) 産業ＤＸを加速させる取組 

 過去 10 年とここからの 10 年がいかに違うかが、沖縄の中小企業経営者が意識

するべき重要なポイントである。 

 ＤＸを進めていくと、最終的にはデータの活用に行きつくはずだが、その時、

行政側のオープンデータがオープンデータ化されていないという実態が問題と

なる。 

 国際競争の中でのイコールフッティングというのはとても重要な問題である。

国内の企業は、旅行業法や消費者保護法などに縛られて、不利な戦いを強いら

れている。 

 資本主義では、収益を作っていくという欲に対してドライブさせていくという

仕組みになっているので、プッシュ型の取り組みよりも、インセンティブ型、

誘因型の取り組みがいい。強い意欲を持った企業の取り組みに対してインセン

ティブを与えるような「場作り」を進めていくことがＤＸの加速のために重要

である。 

 

提言の方向性： 

 ＤＸの進め方の見本を、誰にでも分かりやすい資料で示す必要がある。重要なの

は事例集を整備することで、企業の導入事例を動画で作成するのが良い。 

 ＤＸ未着手の企業が取り組みやすいように、安価で簡単に導入できるクラウドサ

ービスを推奨し、将来的なデジタルプラットフォームの構築を見据え、連携運用

可能なクラウドサービスの導入を勧めるべき。 

 ＤＸを推進するためには、経営者のアドバイザー的な役割をする伴走者（コンサ
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ル）が企業を支援し、ＤＸをどう進めるかの設計図を描く手伝いをし、どのソフ

トをどう使ったらよいのかなどのアドバイスをすることが重要であるが、そのた

めに伴走者を支援することが重要である。 

 

３．論点③「ＤＸを推進する人がいない問題への対応」 

③ 「県内企業の多くが、ＤＸを推進する人がいないという問題を抱えている。」 

（論点③の検討内容） 

議論の概要：  

 

提言の方向性： 

 

 

４．論点④「産業ＤＸの更なる加速に向けて」 

④   産業ＤＸの更なる加速に向けて（論点④の検討内容） 

   議論の概要：  

提言の方向性： 

 

 


